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１  県本庁における 生活保護行政の状況 

 

（ １ ）  組織体制 

ア 県本庁における 生活保護事務担当 

昭和 60 年 4 月 1 日 民生部社会課から 福祉部援護課に改称さ れ、 生活保護班が担当   

          する 。  

平成５ 年 4 月 1 日   福祉部生活援護課に改称さ れ、 管理指導班及び生活保護班の２  

          班が担当する 。  

平成 12 年 4 月 1 日  管理指導班が管理恩給年金班と 改めら れた。  

平成 16 年 4 月 1 日  管理恩給年金班が恩給・ ホームレ ス 対策班と 改めら れた。  

平成 17 年 4 月 1 日  保健福祉部生活援護課に改称さ れ、 生活保護・ ホームレ ス 対策 

 班が担当する 。  

平成 22 年 4 月 1 日  保健福祉局地域保健福祉部生活援護課に改称さ れ、 生活保護グ 

          ループが担当する 。  

平成 25 年 4 月 1 日  保健福祉局福祉部生活援護課と 改めら れた。  

    平成 30 年 4 月 1 日 福祉子ども みら い局福祉部生活援護課と 改めら れた。  

 

  イ  担当事務等 

（ ア） 生活保護グループの担当事務 

・  保護の実施要領関係、 介護扶助運営要領関係、 医療扶助運営要領関係、 生活保 

護法施行事務監査･特別指導監査をはじ めと する 福祉事務所指導、 指定医療･指 

定介護機関の指導、 扶助費等の経理、 その他生活保護全般に及ぶ事務 

・  生活保護法に規定する 審査請求の事務 

・  生活保護施設事務費、 補助金に関する 事務 

 

（ イ ） 嘱託医等の配置 

医療扶助の適正かつ積極的な運営を図る ために、技術吏員及び精神科嘱託医をそれ 

ぞれ１ 名配置し 、 更に、 昭和 45 年度から 一般医科嘱託医と 歯科嘱託医を配置し てい 

る 。  

こ れら 専門医は、 診療報酬明細書の知事決定審査をはじ め、 指定医療機関の指定促 

進等に従事し 、 特に一般医科及び精神科嘱託医については、 指定医療機関に対する 指

導や診療報酬明細書審査業務などを行っている 。  
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（ ２ ）  令和５ 年度神奈川県の生活保護行政の基本方針 

 ア 現状認識 

（ ア） 県内の生活保護の動向 

令和５ 年４ 月現在、 全県の被保護者数は 152, 911 人、 被保護世帯数は 123, 182 世帯

で、被保護世帯は増加傾向と なっている 。世帯類型別割合でみる と 、高齢世帯が 52. 3％

と 最も 多く なっている 。 障害世帯は 14. 9％で前年同月よ り 0. 1 ポイ ント 増加、 その他

世帯は 18. 0%で前年同月よ り 0. 3 ポイ ント 増加、 傷病世帯は 10. 5%で変わり なく 、 母

子世帯は 4. 3％で前年同月よ り 0. 3 ポイ ント 減少し た。  

「 高齢者世帯」 の最も 多い要因について、 ①人口動向の影響、 ②「 高齢者世帯」 に

多く みら れる 課題（ 高齢に伴う 失職、 老齢年金等収入額が少ない）、 ③保護受給期間

の長期化によ る 高齢者世帯への移行等が考えら れる 。  

こ う し た県内の保護の動向から 、 高齢者や障がい者が抱える 課題への支援や稼働能

力を有する 被保護者への就労支援等、 多様かつ幅広い課題への対応が必要と なってい

る 。  

（ イ ） 制度の動向 

平成 30 年６ 月、「 生活困窮者等の自立を促進する ための生活困窮者自立支援法等の

一部を改正する 法律」 が成立し 、 順次施行さ れた。  

＜改正法の施行時期＞ 

平成 30 年６ 月： 進学準備給付金の創設  

平成 30 年 10 月： 後発医薬品の使用原則化等 

令和２ 年４ 月： 無料低額宿泊施設の規制強化や日常生活支援を提供する 仕組の創設  

令和３ 年１ 月： 被保護者健康管理支援事業の創設等 

今後も 生活困窮者自立支援制度と 生活保護制度の連携によ る 対象者への適切な支

援を推進し てく こ と が求めら れている 。  

（ ウ ） 令和４ 年度の管内福祉事務所に対する 県の取組 

令和４ 年度は、 次の事項に取り 組み、 法の適正実施の推進を図った。  

ａ  相談者等に寄り 添った適切な相談支援の実施 

  コ ロ ナ禍における 生活保護の弾力的な運用、 申請権を侵害し ないこ と 、 侵害し て

いる と 疑われる よ う な行為について厳に慎むよ う 、 監査や会議等において周知徹底

を図った。  

実施機関においては、 面接相談や一般ケース 検討等を行い、 相談者に寄り 添った

対応が行われている かＣ Ｗと のヒ アリ ングを実施し 確認し た。  

ｂ  それぞれの課題にあった自立支援の実施 

実地監査において一般ケース 検討や、 訪問調査の実施状況を確認する こ と 等によ

り 、 被保護者の自立支援にかかる 状況を把握し た。  
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ｃ  適切な保護の実施に向けた組織的な取組みの推進 

監査実施方法について、 新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染症拡大前と 概ね同等の実地監査

を実施し 、 生活保護制度の適切な運用にあたって組織的に対応する こ と の重要性を

共有し た。  

  （ エ） 令和５ 年度に向けての課題 

令和５ 年度の生活保護の運営実施に当って、 次の事項が課題である 。  

ａ  物価、 エネルギー価格上昇の影響等への対応 

３ 年に亘る 新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染症は新たな段階への移行が進めら れ、 経済は

持ち直し つつある が、 物価、 エネルギー価格の上昇に加え、 コ ロ ナ禍における 生活

福祉資金特例貸付の償還も 始ま り 、 生活保護の相談・ 申請や保護世帯数の増加が今

後も 見込ま れる 中、 福祉事務所においては、 生活に困窮する 相談者に寄り 添った相

談支援や、 速やかな保護の決定、 さ ら に訪問等によ り 把握し た被保護者それぞれの

課題にあった自立支援を強化する こ と が必要である 。  

ｂ  令和４ 年度の管内福祉事務所への監査で確認し た課題への対応 

令和４ 年度に実施し た監査において、 所長以下組織全体と し て課題等を 共有し 、

改善に向けた取組みがなさ れていない事例が散見さ れ、 同様の指摘が複数年にわた

る 事例も あった。 福祉事務所の課題については、 組織全体で改善を図る 取組が必要

である 。  

ま た、 県は、 実地監査や、 会議・ 研修のよ り 一層の充実によ り 、 福祉事務所に対

する 支援を強化する 必要がある 。  

イ  令和５ 年度の基本方針 

生活保護制度の趣旨目的を理解し た制度運営を図る ためには、 制度を必要と し ている

人を確実に制度につなげ、 適切な保護の決定と 必要な支援を行い、 組織的な取組を進め

る こ と が重要である 。  

   県は、 こ う し た取り 組むべき 課題について、 次の３ 点を柱に適正な保護の実施を推進

する 。  

（ ア） 相談者等に寄り 添った適切な相談支援の実施 

（ イ ） それぞれの課題にあった自立支援の実施 

（ ウ ） 適切な保護の実施に向けた組織的な取組みの推進 

ウ  令和５ 年度重点事項 

現下の生活保護の状況及び令４ 年度監査結果等を踏ま え、 福祉事務所が取り 組む次の

項目について、 県は、 監査等で確認する と と も に、 会議・ 研修等で必要な助言指導を行

う 。  

 （ ア） 現下の社会環境及び経済状況における 適切な制度の実施 

ａ  相談者等に寄り 添った丁寧な相談支援の実施と 速やかな保護の決定 
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ｂ  訪問等によ り 把握し た、 被保護者個々の課題に対する 効果的な自立支援の実施 

（ イ ） 福祉事務所の組織力運営管理面の向上 

ａ  職階毎の役割の認識、 効果的な進行管理及びチェ ッ ク 体制の構築 

ｂ  各関係職員の知識技術の向上のための所内研修や、 マニュ アル等の整備 

 エ 県の具体的な取組み事項 

県は、 基本方針に沿って、 次の取組みを行う 。  

（ ア） 監査の充実 

書面審査も 継続し つつ、 実地監査をよ り 効果的、 効率的に進め、 ヒ アリ ング等によ

り 相談や被保護者の自立支援にかかる 助言を行う と と も に、 福祉事務所の組織的運営

管理面の向上を支援する 。  

（ イ ） 研修方法の工夫及び充実 

集合によ る 研修を基本と し つつ、 内容によ り オンラ イ ン の活用も 検討する こ と で、

よ り 一層充実し た内容の研修を行い、 相談支援等の知識技術の向上や、 連携強化等に

よ る 重層的支援の向上を図る 。  

（ ウ ） 対面によ る 会議の開催 

対面によ る 会議を開催する こ と で、 福祉事務所どう し が顔の見える 関係を築き 、 効

果的な組織的取組みなど の情報共有を図る 。  
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（ ３ ） 福祉事務所に対する 事務監査 

ア 令和４ 年度実施状況 

   令和４ 年度は、管内21の全福祉事務所に対し て各１ 回事務監査を実施し た。ま た、

２ 福祉事務所に対し て特別指導監査を実施し た。 実施結果の主眼事項・ 着眼点別指

摘の状況は第１ 表のと おり である 。（ なお、 残り １ の福祉事務所は厚生労働省監査を

実施し た。）  

 

第１ 表 主眼事項・ 着眼点別指摘の状況 

指 摘 事 項 
指摘事務所数 

Ａ  

構成比 

Ａ ／21×100 

実施機関の組織 ７  33. 3％ 

査察指導機能の状況 18 85. 7％ 

保護の決定実施の状況 ５  23. 8％ 

訪問調査活動の状況 10 47. 6％ 

面接相談の体制、 保護の開始、 廃止の状況 ４  19. 0％ 

経理事務の処理状況 ７  33. 3％ 

課税調査（ 一斉点検） の状況 ８  38. 1％ 

扶養能力調査の状況 ３  14. 3％ 

個別具体的な指導援助の状況 16 76. 2％ 

 

イ  令和５ 年度生活保護法施行事務監査実施計画 

（ ア） 監査の目的 

福祉事務所における 施行事務について、その適否を関係法令及び国が定める 生

活保護法施行事務監査実施要綱の別紙「 生活保護法施行事務監査事項」に基づき 、

個別かつ具体的に検討し 、 必要な是正改善を図る と と も に、 生活保護事務がよ り

適正かつ効率的に実施さ れる よ う 指導･援助する こ と を目的と し て、 生活保護法

施行事務監査（ 以下、「 監査」 と いう 。） を実施する 。  

（ イ ） 監査の重点事項 

ａ  保護の面接相談及び申請時の適切な対応について 

コ ロ ナ禍の各種支援が終了し 、 生活福祉資金貸付金の償還が始ま る 一方で、

物価、 エネルギー価格の上昇など によ り 厳し い社会環境及び経済状況が継続し

ている 。 そのよ う な状況において、 生活保護世帯数は着実に増加し ている こ と

を踏ま え、 必要な方に対し 確実に保護を実施する と いう 制度の基本的な考えの
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も と 、 相談者等に寄り 添った丁寧な相談支援を 実施する 。 ま た、 令和４ 年度に

実施さ れた厚生労働省監査の結果を踏ま え、 可能な限り 速やかな保護決定に努

める こ と が必要である 。  

ｂ  課税調査の事務処理の進行管理の徹底について 

令和４ 年度に実施し た監査の結果、 一部実施機関において、 調査実施年の前

年中に保護を受けていた者全員を対象と し て課税調査が実施さ れていない、 法

第 63 条、 78 条適用事例のう ち前年度に実施し た課税調査で判明すべき と 思料

さ れる 事例が認めら れる 、 課税収入額と 収入申告額の突合作業及びその結果に

対する 組織的な確認が不十分である 、 又は調査後の処理が遅延し ている 等の状

況が確認さ れたこ と から 、 更なる 取組みが必要である 。  

ｃ  訪問調査活動の確実な実施について 

令和４ 年度に実施し た監査の結果、 新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染症の感染拡大の

影響を考慮し たと し ても 、 訪問計画に沿った訪問調査活動が実施さ れていない

事例が認めら れた。 訪問調査活動は生活保護制度の中核を成す重要な現業業務

である こ と を十分に認識の上、 通知に基づき 、 必要な訪問調査活動を実施する

必要がある 。  

なお、 新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染症が５ 類感染症に引き 下げら れる こ と を踏ま

え、 訪問調査活動の取り 扱いについては令和５ 年３ 月 30 日付け厚生労働省社

会・ 援護局保護課事務連絡「 新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染防止等のための訪問調査

活動等の取扱いの廃止について」 に基づき 実施する 。  
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（ ４ ） 指定医療機関 

生活保護法によ る 医療扶助のための医療を担当する 機関は、 法第 49 条の２ 第２  

項各号のいずれにも 該当せず、医療扶助のための医療について理解を有し ている と  

認めら れる も のについて、 厚生労働大臣、 都道府県知事、 又は政令・ 中核市長が指 

定し 、 医療扶助は指定さ れた医療機関に被保護者を委託し て実施さ れる 。  

 

（ ５ ） 指定医療機関に対する 指導検査 

指定医療機関に対する 指導及び検査と し ては、国が示し た基本方針に準拠し 、「 生 

活保護法指定医療機関に対する 指導及び検査実施要領」 に基づき 、 被保護者に対す 

る 援助の充実と 自立助長に資する ため、法によ る 医療の給付が適正に行われる よ う  

制度の趣旨、 医療扶助に関する 事務取扱等の周知徹底を図る こ と を目的と し て、 一 

般指導及び個別指導を実施、 ま た、 被保護者にかかる 診療内容及び診療報酬の請求 

の適否を調査し て診療方針を徹底さ せ、医療扶助の適正な実施を図る こ と を目的と  

し て、 検査を実施する こ と と さ れている 。  

令和４ 年度指定医療機関に対する 指導実施状況は第２ 表のと おり である 。  

 

第２ 表 令和４ 年度指定医療機関に対する 指導実施状況 

 一般指導 
（ 集団指導）  

（ 実地指導）  
計 

個別指導 検査 

医 科 

資料配布 

 ４ 回 ０ 回 ４ 回 

歯 科  ０ 回 ０ 回 ０ 回 

調 剤  ０ 回 ０ 回 ０ 回 

計   ４ 回 ０ 回 ４ 回 

 

（ ６ ） 診療報酬明細書の点検 

診療報酬明細書、 調剤報酬明細書（ 以下「 レ セプト 」 と いう 。） の点検を行う こ  

  と によ り 、 生活保護法によ る 医療扶助費の適正な支出を図る と と も に、 被保護患者

の適切な処遇の確保を図る ため、 実施する も のである 。  

令和元年度ま でのレ セプト 点検（ 過誤調整） の状況は第３ 表のと おり である 。  
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第３ 表　 レ セプト 点検（ 過誤調整） の状況

年度 区分 レ セプト 総数 点検数 点検率
支払総額

（ 算定額） 千円
過誤調整額
　 　 　 千円

調整率

県域・ 中核市 638, 722 638, 723 100. 0 24, 086, 962 210, 966 0. 87

政令市 1, 696, 242 1, 696, 242 100. 0 53, 818, 811 568, 888 1. 13

全国 32, 687, 167 32, 657, 614 99. 9 1, 296, 426, 412 11, 772, 873 0. 91

県域・ 中核市 662, 866 662, 866 100. 0 24, 969, 181 185, 563 0. 74

政令市 1, 696, 187 1, 696, 187 100. 0 56, 431, 307 454, 879 0. 81

全国 33, 788, 272 33, 741, 021 99. 9 1, 344, 851, 134 11, 527, 537 0. 86

県域・ 中核市 598, 287 597, 657 99. 9 22, 088, 504 181, 331 0. 82

政令市 1, 993, 393 1, 993, 393 100. 0 65, 785, 243 478, 024 0. 73

全国 37, 701, 251 37, 684, 816 100. 0 1, 549, 176, 002 11, 984, 610 0. 77

県域・ 中核市 660, 015 660, 015 100. 0 24, 560, 934 159, 830 0. 65

政令市 2, 119, 590 2, 119, 590 100. 0 71, 694, 874 592, 600 0. 83

全国 39, 844, 306 39, 789, 976 99. 9 1, 558, 845, 448 14, 128, 851 0. 91

県域・ 中核市 710, 703 710, 703 100. 0 25, 832, 114 193, 243 0. 75

政令市 2, 282, 216 2, 282, 216 100. 0 75, 735, 240 712, 494 0. 94

全国 42, 391, 559 42, 391, 559 100. 0 1, 674, 219, 621 15, 428, 349 0. 92

県域・ 中核市 635, 549 635, 549 100. 0 23, 520, 790 223, 461 0. 95

政令市 2, 179, 242 2, 179, 242 100. 0 70, 611, 614 756, 455 1. 02

全国 43, 924, 639 43, 924, 639 100. 0 1, 724, 383, 684 16, 491, 580 0. 96

県域・ 中核市 780, 883 780, 883 100. 0 27, 854, 336 198, 172 0. 71

政令市 2, 482, 128 2, 482, 128 100. 0 79, 871, 767 562, 234 0. 70

全国 45, 543, 238 45, 531, 012 99. 97 1, 771, 152, 883 15, 633, 821 0. 88

県域・ 中核市 801, 217 801, 217 100. 0 28, 549, 199 219, 559 0. 77

政令市 2, 547, 006 2, 547, 006 100. 0 79, 006, 273 678, 977 0. 86

全国 46, 660, 777 46, 636, 441 99. 9 1, 720, 943, 545 15, 709, 321 0. 91

県域・ 中核市 827, 211 827, 211 100. 0 29, 595, 903 224, 404 0. 75

政令市 2, 607, 927 2, 607, 927 100. 0 81, 563, 977 823, 685 1. 00

全国 46, 181, 694 46, 169, 531 99. 9 1, 751, 117, 041 16, 191, 319 0. 92

県域・ 中核市 854, 501 854, 501 100. 0 30, 488, 143 203, 789 0. 67

政令市 2, 652, 389 2, 652, 389 100. 0 81, 618, 027 968, 153 1. 19

全国 47, 537, 682 47, 524, 056 99. 97 1, 735, 968, 952 16, 332, 227 0. 94

県域・ 中核市 860, 728 860, 728 100. 0 31, 275, 758 237, 086 0. 76

政令市 2, 571, 984 2, 571, 984 100. 0 82, 792, 823 683, 229 0. 83

全国 48, 436, 342 48, 319, 675 99. 76 1, 810, 737, 271 16, 152, 486 0. 89

県域・ 中核市 887, 216 887, 216 100. 0 32, 133, 810 258, 944 0. 81

政令市 2, 697, 265 2, 697, 265 100. 0 87, 312, 775 872, 687 1. 00

全国 48, 068, 425 47, 943, 049 99. 74 1, 822, 933, 626 14, 972, 444 0. 82

県域 781, 906 781, 864 100. 0 28, 465, 332 218, 803 0. 77

政令市 2, 653, 196 2, 941, 398 110. 9 87, 214, 616 406, 661 0. 47

全国 48, 286, 335 48, 799, 690 101. 06 1, 156, 291, 272 10, 366, 399 0. 90

２ ８

２ ６

２ ５

元

２ ７

２ ４

２ ２

２ ０

２ ３

１ ９

２ 1

３ ０

２ ９
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（ ７ ） 指定介護機関 

   生活保護法によ る 介護扶助のための介護を担当する 機関は、 法第 54 条の２ 第４ 項にお 

いて準用する 法第 49 条の２ 第２ 項第２ 号から 第９ 号ま でのいずれにも 該当せず、 介護保

険法（ 平成９ 年法律第 123 号） 第 41 条第１ 項本文、 第 42 条の２ 第１ 項本文、 第 46 条第

１ 項、 第 48 条第１ 項第１ 号、 第 53 条第１ 項本文、 第 54 条の２ 第１ 項本文、 第 58 条第１

項若し く は第 115 条の 45 の３ 第１ 項の規定によ る 指定又は同法第 94 条第１ 項の規定によ

る 許可を受けている も のであって、 介護扶助のための介護について理解を有し ている と 認

めら れる も のについて、 都道府県知事及び政令指定・ 中核市長が指定し 、 介護扶助は指定

さ れた介護機関に被保護者を委託し て実施さ れる 。  

 

（ ８ ） 指定介護機関に対する 指導検査 

   指定介護機関に対する 指導及び検査と し ては、 国が示し た基本方針に準拠し 、「 生活保 

護法指定介護機関に対する 指導及び検査実施要領」 に基づき 、 被保護者の処遇の向上と 自 

立助長に資する ため、 法によ る 介護の給付が適正に行われる よ う 制度の趣旨、 介護扶助に 

関する 事務取扱等の周知徹底を図る こ と を目的と し て、 一般指導及び個別指導を実施、 ま  

た、被保護者にかかる 介護サービス の内容及び介護の報酬の請求の適否を調査し て介護の 

方針を徹底さ せ、 介護扶助の適正な実施を図る こ と を目的と し て、 検査を実施する こ と と  

さ れている 。  

   令和４ 年度指定介護機関に対する 指導実施状況は第４ 表のと おり である 。  

 

第４ 表 令和４ 年度指定介護機関に対する 指導実施状況 

 

 

 

一般指導 

（ 集団指導）  

個別指導 

  

資料配布 １ ヶ 所 

28



（ ９ ） 会議・ 研修 

生活保護業務に携わる 職員に対し て生活保護行政運営方針等の周知徹底及び連絡調整を 図る

と 共に、 被保護者の自立への援助に必要な知識と 技術を 身につける ために各種会議、 研修を 実施

し ている 。 令和４ 年度における 会議、 研修は第６ 表及び第７ 表のと おり 実施し た。  

ま た、 生活保護業務担当者が自ら の意欲と 専門性を向上さ せる ための自主研修を行う こ と を目的 

と し て「 生活保護事務連絡協議会」 が、 第５ 表のと おり 設置さ れている 。  

 

 

第５ 表 生活保護事務連絡協議会の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協  議  会  名 構   成   員 

（ ア ） 神奈川県生活保護事務研究協議会  市、 郡部福祉事務所の 査察指導担当職員  

（ イ ） 神奈川県福祉現業員協議会  郡部福祉事務所の 現業員等  

（ ウ ） 医療・ 介護扶助担当者連絡協議会  

市部福祉 事務 所の 医療 ・ 介 護扶 助事務 担

当者  
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第７表　令和４年度　生活保護関係職員研修の実施状況（生活援護課主催）

研修会等の名称 対象者 開催月 日数
参加人

数
研修会等の内容

１　生活保護実施の態度等について

２　監査の現場から～指摘事項から見える留意点

３　不服申立て（審査請求）について

４　医療扶助における留意点

５　介護扶助における留意点

６　ケース審査について

１　生活保護制度の概要について
　　生活保護実施の態度について

２　記録の書き方～適正な保護を実施するために～

３　他法他施策について

４　医療扶助について

５　介護扶助について

６　保護の要否判定の仕方

７　新任ケースワーカーのみなさんへ

第１回地区担当員研修
（ZOOM）

地区担当員 ７月 １日 45名 １　訪問調査をよりよく実施するために

第２回地区担当員研修
就労支援員研究協議会

地区担当員等 10月 １日 31名
１　企業へのアプローチ
　　～ビジネスパートナーとしての視点～

１　生活保護における面接相談の留意点

２　子どもと生活環境の関係にどう向き合うか
　　～子どもらしく生きられる場の創造と子どもの意思～

１　保護の実施要領等について

２　生活保護法施行事務監査の意義について

３　監査をケース支援に活かすために

４　保護の実施要領等について（事例検討）

５　解決策を見つけよう

新任地区担当員
フォローアップ研修

新任地区担当員（地
区担当員経験が概ね

１年の者）
２月 ２日 70名

第３回地区担当員研修
子ども支援研修
面接相談員研修

地区担当員等 １月 １日 45名

新任査察指導員研修 新任査察指導員 ６月 １日 14名

新任地区担当員研修
（ZOOM）

新任地区担当員（地
区担当員経験が1年

未満の者）
６月 １日 85名
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（10）不服申立て 

   実施機関（政令指定都市含む）の保護の決定及び実施にかかる処分について不服のあ 

  る者は、県知事に審査請求することができるとされ、その状況は第８表のとおりである。 

第８表 不服申立ての状況 

取下げ

等件数

H24 53 4 50
認容 (4件)

棄却 (32件)、却下 (13件)

一部認容、その余棄却(1件)

25年度繰越

審査請求24件・再審査請求2件

H25 322 9
請求件数のうち、

保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服(259件) 253
認容 (2件)

棄却 (226件)、却下 (23件)

一部却下、その余棄却(2件）

26年度繰越

審査請求84件・再審査請求2件

H26 294 0
請求件数のうち、

保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服(238件) 338
認容 (4件)

棄却 (311件)、却下 (23件)

27年度繰越

審査請求41件・再審査請求1件

(→H27に1件取下げ)

H27 416 6
請求件数のうち、

保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服(338件) 378
認容（2件)

棄却 (358件)、却下 (18件)

28年度繰越

審査請求72件・再審査請求1件

H28 86 22 64
認容（7件)

棄却 (38件)、却下 (16件)

一部認容 、その余棄却(2件)

提起数のうち旧法13、新法73

平成29年度繰越

審査請求72件・再審査請求2件

H29 108 14 98

認容（４件)

棄却 (42件)

却下 (22件)

一部却下、その余棄却(29件)

一部棄却、その余は却下(1件)

平成30年度繰越

審査請求67件・再審査請求1件

（→H30に2件取下げ）

H30 326 8
請求件数のうち、

保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服(236件) 92

認容（12件)

棄却 (37件)

却下 (20件)

一部却下、その余は棄却(22件)

一部認容、その余は棄却(1件)

令和元年度繰越

審査請求287件・再審査請求1件

保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服（98件）

保護開始決定処分は不当（１件）

保護開始申請の却下は不当（４件）

保護変更申請却下処分は不当（10件）

保護申請却下処分に対する不服（９件）

保護変更決定処分に対し不服（28件）

保護廃止決定処分は不当（11件）

法第63条費用返還決定処分は不当（20件）

法第78条費用徴収決定処分は不当（４件）

保護停止決定処分は不当（１件）

その他（３件）

保護変更決定処分(基準改定による減額)に対し不服（169件）

加算認定に係る決定処分に不服（２件）

保護開始決定処分は不当（１件）

保護変更申請却下処分は不当（３件）

保護申請却下処分に対する不服（17件）

保護変更決定処分に対し不服（25件）

保護廃止決定処分は不当（10件）

法第63条費用返還決定処分は不当（28件）

法第78条費用徴収決定処分は不当（３件）

保護停止決定処分は不当（２件）

その他（４件）

保護開始決定処分は不当（１件）

保護開始申請の却下は不当（１件）

保護変更申請却下処分は不当（５件）

保護申請却下処分に対する不服（14件）

保護変更決定処分に対し不服（26件）

保護廃止決定処分は不当（６件）

法第63条費用返還決定処分は不当（13件）

法第78条費用徴収決定処分は不当（１件）

保護停止決定処分は不当（２件）

その他（１件）

R3 70 9 322

認容（８件)

棄却 (270件)

却下 (40件)

一部却下、その余は棄却(1件)

一部認容、その余は棄却(1件)

一部認容、その余は却下(2件)

・死亡終了２件

令和４年度繰越

審査請求 53件

裁決

結果
備考年度

請求

件数
審査請求理由の概要

裁決

件数

認容（8件)

棄却 (127件)

却下 (30件)

一部却下、その余は棄却(11件)

一部認容、その余は却下(1件)

令和３年度繰越

 審査請求　319件R2 264 11 177

認容（４件)

棄却 (153件)

却下 (43件)

一部却下、その余は棄却(10件)

一部棄却、その余は却下(2件)

一部認容、その余は却下(1件)

・死亡終了１件

令和２年度繰越

審査請求239件

R1 175 6 213

 
※当年度中において請求された件数及びその請求理由の概要、また県知事が裁決した件数（裁決に係る審査請求 
年度は問わない）を計上したもの。請求人の死亡により審理を終了したものがあるため、各表の件数の合計等

は一致しない場合がある。  
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２  福祉事務所における 生活保護行政の状況 
 

（ １ ） 組織体制 

被保護世帯数ごと の福祉事務所数を表し たのが第９ 表である 。 被保護世帯数が多い

のは、市部では藤沢市福祉事務所（ 4, 460 世帯） 、郡部では小田原保健福祉事務所（ 925

世帯） である 。 ま た、 市部で最も 保護世帯数が少ないのは逗子市福祉事務所（ 312 世

帯） 、 郡部は鎌倉保健福祉事務所（ 115 世帯） である 。  

平均被保護世帯数は、 市部福祉事務所が 1, 883 世帯、 郡部福祉事務所は 493 世帯で

ある 。  

 

第９ 表 被保護世帯数別 福祉事務所数            令和５ 年４ 月現在     

被保護

世帯数 

500 

世帯未満 

500 

世帯以上 

1, 000 

世帯以上 

2, 000 

世帯以上 

3, 000 

世帯以上 
計 

市部 2 5 3 4 2 16 

郡部 4 2 0 0 0 6 

県計 6 7 3 4 2 22 

 

現業員数別の福祉事務所数を表し たのが第 10 表である 。生活保護現業員（ 面接員 

含む） は、 市部福祉事務所に 357 人、 郡部福祉事務所に 44 人配置さ れている 。 市部 

で最も 多く 生活保護現業員が配置さ れている のは横須賀市福祉事務所（ 57 人） 、 郡

部は小田原保健福祉事務所（ 14 人） である 。  

 

第 10 表 生活保護現業員数別 福祉事務所数          令和５ 年４ 月現在 

現業員数 １ ～５  ６ ～10 11～15 16～20 21～30 31 以上 計 

市部 2 2 3 3 0 6 16 

郡部 1 4 1 0 0  0  6 

県計 3 6 4 3 0 6 22 
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生活保護現業員の配置数は、 社会福祉法第 16 条で標準数が定めら れており 、 市 

部は被保護世帯 80 世帯につき １ 人、 郡部は被保護世帯 65 世帯につき １ 人と さ れて 

いる 。  

担当平均ケース 数ごと の福祉事務所数を表し たのが第 11 表である 。 市部福祉事 

務所では現業員１ 人あたり の担当ケース 数は、 平均 84. 4 ケース である 。 一方、 郡 

部では、 平均 67. 3 ケース である 。  

 

第 11 表 担当平均ケース 数別 福祉事務所数          令和５ 年４ 月現在 

 

被保護者の増加並びに各自治体の行政改革等によ る 全庁的な人員の抑制によ り 、標 

準数を充足する こ と が困難な福祉事務所も 生じ ている 。現業員の過不足人員ごと の福 

祉事務所数を表し たのが第 12 表である 。 郡部の６ 保健福祉事務所、 市部の９ 福祉事 

務所では標準数が充たさ れている が、 ７ 福祉事務所が標準数を下回っている 。  

 

第 12 表 現業員過不足人員数別 福祉事務所数      令和５ 年４ 月現在 

 

 

 

 

 

担当平均 

ケース 数 
65 未満 65～70 71～80 81～90 91～100 101 以上 計 

市部 0 0 6 6 3 1 16 

郡部 2 2 2 0 0 0 6 

県計 2 2 8 6 3 1 22 

過不足数 △7～ △4～6 △1～3 ±0 ＋1～3 計 

市部 0 2 5 3 6 16 

郡部 0 0 0 5 1 6 

県計 0 2 5 8 7 22 
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（ ２ ） 保護業務の自主的内部点検 

   保護業務の自主的内部点検は、福祉事務所が当面する 課題及び指導監査結果に基づく 指

導事項又は指示事項を取り 入れた点検を行い、 こ れら の課題に対し て、 年間を通じ て具体

的な対応を図ろう と する も のである 。  

実施し た自主的内部点検の結果は、 福祉事務所と し ての評価を行い、 実施方針等に反映

さ れている 。  

 

（ ３ ） 会議・ 研修等 

  生活保護法を適切に運営し 、 ま た被保護者に対し て適切な支援を行う ためには福祉事務

所現業員の役割が大き な比重を占める と と も に、 関係機関と の協力関係を確立する こ と も

重要である 。  

  こ のため、 各福祉事務所ではケース 研究会や新任職員に対する 研修、 さ ら には近隣福祉

事務所と の職員研修の交流、 関係機関と の連絡会議等を 行い、 現業員の職務能力の向上、

資質の向上に努めている 。  

 

（ ４ ） 現業活動 

  生活保護行政の現業活動は、 査察指導員を中心に福祉事務所と し て一体性のある 組織的

な業務が遂行さ れている が、 その主な業務と し て、「 訪問調査活動」「 関係先調査」「 ケー

ス 診断会議」「 長期医療扶助受給者実態把握」 及び「 自立助長の推進」 があり 、 その状況

は次のと おり である 。  

 

ア 訪問調査活動の状況 

    「 訪問調査活動」 は現業活動の最も 主要な部分であり 、 ケース の実態把握と 指導援助を

その目的と し ている 。各福祉事務所と も 世帯類型、援助方針等に応じ た訪問基準を設定し 、

全世帯について年１ 回以上の定期的な見直し を行う 他、 随時実態に応じ た変更を行ってい

る 。 福祉事務所の訪問基準の状況は第 14 表のと おり である 。  

  ま た、 令和４ 年度における 地区担当員１ 人あたり の月平均訪問日数は、 市部で 5. 1 日、

被保護世帯への訪問実施件数は 14. 3 件、 郡部で 6. 2 日、 13. 3 件と なっている 。  
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務

所
の

実
施

体
制

及
び
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問

活
動

の
状

況
（
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部
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そ
の

２
）
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％
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％
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％
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％
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第 15 表 福祉事務所の訪問基準の状況 

令和５ 年４ 月１ 日現在 

訪問基準 

事

務

所

数 

訪問基準 

事

務

所

数 

４
区
分 

Ａ  （ 年に 12 回以上訪問）  

Ｂ  （ 年に 4 回以上訪問）  

Ｃ  （ 年に 2 回以上訪問）  

Ｄ  （ 年に 1 回以上訪問）  

２  
６
区
分 

Ａ  （ 年に 12 回以上訪問）  

Ｂ  （ 年に 6 回以上訪問）  

Ｃ  （ 年に 4 回以上訪問）  

Ｄ  （ 年に 3 回以上訪問）  

Ｅ  （ 年に 2 回以上訪問）  

Ｆ  （ 年に 1 回以上訪問）  

17 

５
区
分 

Ａ  （ 年に 12 回以上訪問）  

Ｂ  （ 年に 6 回以上訪問）  

Ｃ  （ 年に 3 回以上訪問）  

Ｄ  （ 年に 2 回以上訪問）  

Ｅ  （ 年に 1 回以上訪問）  

１  計 22 

 

Ａ  （ 年に 12 回以上訪問）  

Ｂ  （ 年に 4 回以上訪問）  

Ｃ  （ 年に 3 回以上訪問）  

Ｄ  （ 年に 2 回以上訪問）  

Ｅ  （ 年に 1 回以上訪問）  

２  

 

イ  関係先調査 

  生活保護は、 その利用し 得る 資産、 能力その他あら ゆる も のを、 その最低限度の生

活の維持のために活用する こ と を要件と し て行われる ため、 保護の開始、 変更、 停止

又は廃止する 際は要否判定が必要と さ れ、 預貯金、 生命保険など の保有状況調査を行

う 。  

  ま た、民法で規定する 扶養義務者や他の法律に定める 扶助は生活保護法に優先し て

行われる べき である こ と から 、親族等から の仕送り 等援助の可否や年金その他福祉各

法で定める 公的扶助の受給可否を調査し ている 。  

 

ウ  ケース 診断会議 

  ケース 診断会議では、多く の課題を抱える ケース や自立を推進すべき ケース ある い

は指導が困難なケース など 、福祉事務所と し て多角的かつ組織的な対応を必要と する
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ケース について検討を行い、 援助方針の策定、 見直し を図っている 。  

  こ の会議は主と し て査察指導員が主催する が、福祉事務所の組織的判断と 方針の決

定を行う こ と から 、 所長等も 出席し 、 ま た必要に応じ て嘱託医、 就労支援員など の参

加を求め、 総合的な社会診断と 指導・ 援助計画についての検討を行う こ と によ り 、 効

果的で的確なケース 支援の展開を図っている 。  

41



（５）自立支援プログラム 

   自立支援プログラムとは、保護の実施機関が管内の被保護世帯全体の状況を把握した上

で、被保護者の状況や自立阻害要因について類型化を図り、それぞれの類型毎に取り組む

べき自立支援の具体的内容及び実施手順等を定め、これに基づき被保護者の自立に必要な

支援を組織的に実施するものである。 

   自立支援プログラムのうち、就労による自立を目的とした就労支援プログラムでは、各

福祉事務所が地域や世帯構成の特性等を踏まえながら独自でプログラムを策定して個別

の支援を展開しているところである。就労支援プログラムのうち、就労支援員による支に

援については、平成 17 年度以降、順次県内福祉事務所に就労支援員を配置し、全福祉事

務所に配置がされた。支援効果の重要性を鑑み、平成 27 年４月からは生活保護法上の必

須事業とされている。 

また、福祉事務所とハローワークの連携事業として、自治体と労働局の間で協定を締結

し、福祉事務所からハローワークへの支援対象者の送り出し、福祉事務所へのハローワー

クの常設窓口の設置や巡回相談の実施等、ハローワークと自治体が一体となり、就労支援

体制の強化を図る「生活保護受給者等就労自立促進事業」を平成 25 年度から開始してい

る。  

自立支援プログラムは、就労による「経済的自立」のみならず、「日常生活自立」、「社

会生活自立」を目的としたプログラムの策定・実施の充実にむけた取り組みが各福祉事務

所で行われ、一人ひとりの被保護者の自立に着眼した支援体制の強化が図られてきている

ところである。 

   

第 16 表 各福祉事務所における個別支援プログラム策定状況   令和５年３月時点 

自治体名 自立支援プログラム名 
参加

者数 

達成者

数 

平
塚
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 22 16 

被保護者就労支援事業 202 27 

年金相談事業 67 58 

子ども健全育成事業 44 14 

鎌
倉
市 

生活保護受給者等就労自立促進プログラム 42 21 

福祉事務所就労支援プログラム 3 2 

長期入院患者退院促進プログラム ０ ０ 

債務者支援プログラム ０ ０ 
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鎌倉市 被保護者介護老人福祉施設入所者支援プログラム ０ ０ 

藤
沢
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 116 60 

被保護者就労支援事業 116 19 

被保護者就労準備支援事業 20 １ 

健康管理支援事業 3864 802 

子ども支援プログラム 86 17 

小
田
原
市 

居宅介護支援計画点検業務 535 153 

退院促進個別支援プログラム 23 ６ 

ホームレス自立支援プログラム 19  19 

債務整理プログラム 53 5 

ニート・引きこもり等支援プログラム 101 23 

就労支援プログラム 210 53 

茅
ヶ
崎
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 31 15 

精神障害者退院促進プログラム ８ ０ 

債務整理支援プログラム 100 10 

家計簿活用支援プログラム ２ ０ 

茅ヶ崎市子ども健全育成推進事業 24 23 

被保護者就労支援事業 133 26 

逗
子
市 

逗子市就労支援プログラム 13 １ 

逗逗子市多重債務者等 ９ ４ 

逗子市被保護世帯学習プログラム ４ ３ 

三浦市 生活保護受給者等就労自立促進プログラム 53 ０ 

秦
野
市 

被保護者就労準備支援事業 20 ３ 

生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業 11 11 

生活困窮者家計改善支援事業 41 ４ 

被保護者健康管理支援事業 41 40 

生活保護受給者年金受給支援事業 198 53 

被保護者就労支援事業 96 34 

厚木市 生活保護受給者等就労自立促進事業 60 24 

大
和
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 14 10 

就労支援員による就労支援プログラム 81 48 

被保護者就労準備支援プログラム 13 ３ 
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被保護世帯等こども健全育成支援事業 78 78 

伊
勢
原
市 

生活保護受給者等就労 30 13 

被保護者就労準備支援事業 ３ ０ 

就労支援員による就労支援事業 16 ７ 

年金受給支援プログラム 27 12 

子ども学習習慣づくり支援プログラム 25 25 

海老名市 就労支援プログラム 34 12 

座
間
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 13 ２ 

被保護者就労支援事業 125 54 

被保護者就労準備支援事業 16 ０ 

被保護者家計改善支援プログラム 31 10 

南
足
柄
市 

就労プログラム 11 １ 

在宅生活見守り支援プログラム 29 29 

綾
瀬
市 

生活保護受給者等就労自立促進事業 17 ５ 

就労支援プログラム 17 ５ 

被保護者等就労準備支援事業（就業体験的ボランティア） 18 ９ 

高校進学支援プログラム ６ ５ 

外国人向け就労自立支援推進事業 ４ ０ 

健康管理支援事業 337 74 

被保護者等就労準備支援事業（農業補助 公共施設管理補助） 11 11 

母子世帯自立支援プログラム ８ １ 

多重債務者債務整理支援プログラム ３ ０ 

平
塚
保
健
福
祉
事
務
所 

他法他施策活用支援プログラム 224 224 

被保護者就労支援プログラム 20 ９ 

高校進学支援及び高校生支援プログラム ７ ７ 

子どもに対する学習支援事業 ３ ３ 

 

平
塚
保
健
福
祉
事
務
所
茅
ケ
崎
支
所 

 

被保護者就労支援事業 53 53 

生活困窮者等家計改善支援事業 14 14 

生活困窮世帯の子どもの健全育成事業 109 109 

生活困窮者等就労準備支援事業 ２ ２ 

被保護者健康管理支援事業 57 57 

精神科病院長期入院患者年金支給プログラム ３ ３ 
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鎌
倉
保
健
福
祉
事
務
所 

被保護者就労支援事業 ７ ４ 

生活困窮者等家計改善支援事業 ０ ０ 

生活困窮者等就労準備支援事業 ０ ０ 

被保護者健康管理支援事業 15 ４ 

生活困窮世帯の子どもの健全育成事業 10 10 

小
田
原
保
健
福
祉
事
務
所 

子どもの育ち支援プログラム 68 68 

高校進学等支援プログラム 13 13 

高校生支援プログラム 12 12 

中学卒業後の社会生活支援プログラム ７ ７ 

被保護者就労準備支援事業 21 ０ 

被保護者就労支援事業 13 ０ 

居住の安定確保支援事業 21 ７ 

生活保護受給者等就労自立促進事業 31 24 

生活困窮者等家計改善支援事業 35 21 

小
田
原
保
健
福
祉
事
務

所
足
柄
上
セ
ン
タ
ー 

農業訓練・社会参加促進支援プログラム ９ ０ 

被保護者就労支援事業 ７ ３ 

子どもの健全育成プログラム 69 69 

厚
木
保
健
福
祉
事
務
所 

被保護者就労支援事業 28 18 

生活困窮者等就労準備支援事業 23 23 

居住の安定確保支援事業 101 101 

生活困窮世帯の子どもの健全育成事業 130 130 

生活困窮者等家計改善支援事業 101 101 

被保護者健康管理支援事業 141 63 

外国籍被保護者等に対する自立支援プログラム 284 284 
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（ ６ ） 生活保護受給者等就労自立促進事業 

   平成 17 年度よ り 、「 生活保護受給者等就労支援事業」 と し てハロ ーワ ーク と 福祉

事務所が連携し 、 就労・ 自立の意欲が一定程度以上ある 生活保護受給者に対し て、

個々の対象者の様態、ニーズ等に応じ た就労支援を実施し た。平成 23 年度よ り「『 福

祉から 就労』 支援事業」 と なり 、 地方公共団体と 労働局・ 安定所と の間で、 年間の

支援対象者数、就職者数等に関する 目標、役割分担等について定めた協定を締結し 、

就労支援を実施し ている 。  

さ ら に、 平成 25 年度から は、「『 福祉から 就労』 支援事業」 を発展さ せ、 福祉事

務所へのハロ ーワ ーク の常設窓口を設置、 巡回相談を行う など 、 ハロ ーワ ーク と 自

治体が一体と なっ た就労支援体制を 強化し た「 生活保護受給者等就労自立促進事

業」 を開始し ている 。  

実施状況は第 17 表のと おり である 。  

   

第 17 表 生活保護受給者等就労自立促進事業の実施状況（ 政令・ 中核市を含む）  

（ 令和４ 年度）  

支援の取組み件数 就職・ 増収件数 

2, 598 1, 621 

※「 令和４ 年度における 就労支援等の状況調査について」 （ 令和５ 年７ 月 13 日付け厚生労働省社会・  

援護局保護課自立支援係長事務連絡） における 調査票によ り 算出 

 

（ ７ ） 就労支援員等によ る 個別支援プロ グラ ム 

   各福祉事務所に配置さ れた就労支援員を 活用する 個別支援プロ グラ ム の実施状

況は、 第 18 表のと おり である 。  

   神奈川県の保護の実施機関では、令和５ 年３ 月現在 148 名の就労支援員が配置さ

れており 、 査察指導員、 現業員と 連携し て効果的な就労支援を実施し ている 。  

 

第 18 表 就労支援員等によ る 個別支援プロ グラ ム実施状況（ 政令・ 中核市を含む）    

（ 令和４ 年度）  

支援の取組み件数 就職・ 増収件数 

5, 613 1, 686 

※「 令和４ 年度における 就労支援等の状況調査について」 （ 令和５ 年７ 月 23 日付け厚生労働省社会・  

援護局保護課自立支援係長事務連絡） における 調査票によ り 算出 
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（８）県内保護施設の状況 

 

第 19 表 県内保護施設の状況                (令和５年４月１日現在)  

　　運営主体 施設種別 施設名 所在地 許可年月日
入所
定員

入所
現員

(福)恩賜財団神奈川県同胞援護会 救護施設 平塚ふじみ園 平塚市四之宮6-15-1 平成18年3月29日 180 162

(福)横浜社会福祉協会 清明の郷 横浜市南区中村町5-315 平成18年3月27日 190 188

(福)恩賜財団神奈川県同胞援護会 救護施設 岡野福祉会館 横浜市西区岡野2-15-6 平成8年2月1日 130 126

(福)神奈川県匡済会 横浜市浦舟園 横浜市南区浦舟町3-46 平成16年7月1日 100 97

(福)幼年保護会 甲突寮 横浜市磯子区丸山1-19-20 昭和39年9月1日 50 32

(福)横浜市社会事業協会 更生施設 横浜市中央浩生館 横浜市南区中村町3-211 昭和56年4月1日 60 40

(福)横浜愛隣会 民衆館 横浜市南区睦町1-27 昭和58年4月22日 68 55

(福)川崎聖風福祉会 救護施設
ノーマ・ヴィラー
ジュ聖風苑

川崎市川崎区池上新町3-1-8 平成4年4月1日 80 79

設置主
体

横浜市

横浜市

 
注１：医療保護施設を除く。 

注２：「岡野福祉会館」は、平成 5 年 4 月 1 日に県立委託更生施設から民立民営更生施設に転換後、平成 8 年 2 月 1 日よ

り救護施設に施設転換済（新築、定員 130 人）。 

注３：「平塚ふじみ園」は、平成 18 年 4 月 1日から民立民営により事業開始。 

 

 

第 20 表 県内保護施設（救護・更生）所管別入所者の状況 

ア 救護施設                       (令和５年４月１日現在) 

県所管 141 87.0% 0 0.0% 2 1.6% 1 1.0% 0 0.0% 144 22.1%

横浜市 1 0.6% 183 97.3% 123 97.6% 96 99.0% 8 10.1% 411 63.0%

川崎市 1 0.6% 5 2.7% 0 0.0% 0 0.0% 71 89.9% 77 11.8%

相模原市 19 11.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 19 2.9%

横須賀市 0 0.0% 0 0.0% 1 0.8% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2%

その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

計 162 100.0% 188 100.0% 126 100.0% 97 100.0% 79 100.0% 652 100.0%

80 680

施設名 平塚ふじみ園

実
施
機
関

清明の郷 岡野福祉会館 横浜市浦舟園
ノーマ・ヴィ

ラージュ聖風苑
計

定員 180 190 130 100

 

 

イ 更生施設                     (令和５年４月１日現在) 

県所管 7 21.9% 0 0.0% 0 0.0% 7 5.5%

横浜市 19 59.4% 39 97.5% 54 98.2% 112 88.2%

川崎市 2 6.3% 0 0.0% 1 1.8% 3 2.4%

相模原市 1 3.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.8%

横須賀市 3 9.4% 1 2.5% 0 0.0% 4 3.1%

その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

計 32 100.0% 40 100.0% 55 100.0% 127 100.0%

定員 50 60 68 178

実
施
機
関

施設名 甲突寮
横浜市中央浩生

館
民衆館 計
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第 21 表 救護施設（平塚ふじみ園）利用者の障害状況構成比推移(令和５年３月 31 日時点) 

※ 昭和 50 年及び 60 年については、「内部障害」を分けていないため、その他に含む。 

 

第 22 表  救護施設（平塚ふじみ園）の在園期間別在園者数 (令和５年３月 31 日時点) 

      平均在園期間   7.8 年  (男性 7.8 年  女性 7.8 年) 

    在園人数     174 人    (男性 128 人  女性  46 人) 

 
（令和５年３月 31日現在） 

 

   
（平塚ふじみ園「事業年報」より）  

内部障害 

知的障害 身体障害 精神障害 その他 

１年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年 15年 20年

未満 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

在園者数 18 12 15 10 17 10 9 8 10 7 37 13 8 174

計
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